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A Basic Study of Women’s Education After the World War II in Japan 
― An Examination of National Social Education Policy ― 
HONJO Yoko 
The dramatic moment in the history of the life of Japanese women was the 
establishment of the basic principle of equality for men and women under the new 
Constitution. A number of substantial acts and amendments, such as The Election Law, 
Civil Code, The Fundamental Law of Education, were further affirmed equal rights and 
responsibilities for women. But Women’s way of life as traditional housekeepers and 
mothers become a serious issue on various changed situation in after the World War II. 
Since about 1960, pervasive changes of the rapid economic growth and developments in 
society as well as the lives of women have created new needs and possibilities for Women’s 
Education.  
The importance is to be placed on the need for continuing or life-long education, 
preparing each woman for her new role as a member of her family, as a worker, and as a 
citizen, in the changing community. 
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The purpose of this paper are to identify Women’s Education, the social education 
designed for women, in particular Women’s Study Classes and Courses, (Fuzin Gakkyu), 
and to make it clear that a transition of Women’s Education and Women’s Classes by public 






















































































徹底、⒉新しいリーダーの育成、⒊自主的な婦人団体の育成の 3 点であった。 
ところで、この通達にある「（婦人教養）施設の育成」という言葉の使用法に、違和感を覚える
のではないだろうか。実はこの「施設」の概念が、今日のものとは異なっていることに注意が必要
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昭和 27 年度：文部省主催第 1 回全国婦人教育指導者会議開催。「婦人学級」の強化が強く要望され、婦人の
学習がさまざまな沿革を経て「婦人学級」としての態勢を整えはじめた。 








に増額され、1956（昭和 31）年度に 230 学級であった委嘱婦人学級数も 1,413 学級となった。婦人学
級の学級生数が全国で 200 万人を超えた 1956（昭和 31）年から 1961（昭和 36）年が、婦人学級活動の
ピークといわれるが、昭和 36 年度の婦人学級を文部省社会教育局刊行の『婦人教育の現状』によ
り開設者別に分類した割合をみると、文部省委嘱 4.7％・都道府県委嘱 1.5％・市町村教育委員会















和 20）年 6 月に大政翼賛会・大日本翼賛壮年団とともに国民義勇隊に吸収・統合されて解散してい
た。戦後は、民主的婦人団体の育成がめざされ、地域の婦人会／女性会はもとより、今日に続く全


























































                                                   
1 男女共同参画社会とは、「男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野における活
動を参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、
かつ、共に責任を担うべき社会」（男女共同参画社会基本法第 2 条）のことをさす。 
2 「〈座談会〉婦人教育 30 年の軌跡を考える」は、山本和子（文部省社会教育審議会委員）の司会で、塩ハマ子（日
本女子社会教育会常務理事）、貞閑晴（前東京都中央図書館長）、樋口恵子（評論家）が、それぞれの立場から戦後
の婦人教育について語り合っている。『社会教育』第 32 巻第 11 号／昭和 52 年 11 月号, pp.5－19. 
3 同上、p.6. 
4 1946（昭和 21）年の第 22 回衆議院選挙では、39 人の女性議員が当選したほか、警視庁において初の婦人警察官の採
用（同年）、労働基準法の制定によって男女同一賃金、女子保護規定の明確化（昭和 22 年）、第 1 回公務員採用試験で
30 名の女性の合格（昭和 24 年）等が行われた。 
5 婦人教育課の設置の意義を問い、婦人教育政策の成立過程と基本的性格を考察したものに、西村由美子「戦後婦人
教育政策の成立―婦人教育課設置の意義をめぐって―」『婦人問題と社会教育―日本の社会教育 第 26 集―』日本社
会教育学会年報編集委員会, 1982 年, pp.148-158.がある。 
6 婦人と女性という 2 つの言葉について、以下の論考は詳しく掘り下げていて興味深い。広井多鶴子「『婦人』と『女














第 6 巻］学文社, 2003, pp.135-152. 
9 婦人学級研究会編『楽しい婦人学級―ともに学ぶ婦人のために―』文教書院, 1963, p.14. 
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10 東京都婦人学級史研究会編『東京都の婦人学級 30年―女性の主体形成のあゆみをみる―』同研究会発行, 1997 は、
東京都及び区において社会教育主事として婦人教育、婦人学級を担当した 5 人のメンバーが、東京女性財団助成事
業として刊行した。23 区のうち、メンバーが関わった 4 区（渋谷区・千代田区・目黒区・練馬区）における婦人学
級の学級生による実践の記録等が収められている。 
11 志熊敦子「エンパワーメントと女性の教育・学習―国の婦人教育施策の系譜からみる―」『国立婦人教育会館研究紀
要』〈創刊号〉, 1997, p.8. 
12 同上, p.8. 
13 婦人学級研究会, 前掲書, p.20. 
14 同上, p.24. 
15『昭和 36 年度 婦人教育の現状』p.40-41. 
16 子ども会の育成会は、PTA と同様、厳密な意味では婦人団体・女性団体ではないが、活動の実態としてみると母
親が活動の主体となっていることが多く、ここでは女性団体の一つとして扱うことにした。 
17 1960 年代後半は、いわゆる四大公害訴訟が提訴された。1967 年の阿賀野川水銀中毒（第二水俣病または新潟水俣
病事件とも呼ばれる）・四日市ぜんそく、68 年の富山イタイイタイ病、69 年の熊本水俣病である。これらを受けて
国の公害対策が動き出し、1967 年に公害対策基本法が制定され、1971 年に環境庁（現環境省）が発足した。 







22 そのひとつが、2015 年 8 月に成立した「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）」で
ある。この法律の施行された 2016 年 4 月は、「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等女子労働者
の福祉の増進に関する法律（均等法）」の施行からちょうど 30 年にあたる。女性活躍推進法には罰則規定がなく、
企業に公表を義務付けた数値目標は企業が自社の実情に応じて決められる等、実効性を疑問視する批判もあるが、
企業に公表が義務付けられたことは前進であろう。どのような情報を開示しているか、いかに実行しているか等に
ついて、我々が関心を持ち続けることで初めて実効性をもつと捉え、継続して関心を持ち続けることが肝要である。 
 
